
附 

則 

（

適

用

時

期

） 

第

一

条 
こ

の

告

示

は

、

令

和

五

年

三

月

三

十

一

日

か

ら

適

用

す

る

。 

（

銀

行

持

株

会

社

に

お

け

る

Ｓ

Ａ

―

Ｃ

Ｖ

Ａ

の

適

用

日

前

の

承

認

） 

第

二

条 

銀

行

持

株

会

社

は

、

令

和

五

年

三

月

三

十

一

日

前

に

お

い

て

も

、

第

●

条

の

規

定

に

よ

る

改

正

後

の

銀

行

法

第

五

十

二

条

の

二

十

五

の

規

定

に

基

づ

き

、

銀

行

持

株

会

社

が

銀

行

持

株

会

社

及

び

そ

の

子

会

社

の

保

有

す

る

資

産

等

に

照

ら

し

そ

れ

ら

の

自

己

資

本

の

充

実

の

状

況

が

適

当

で

あ

る

か

ど

う

か

を

判

断

す

る

た

め

の

基

準

（

以

下

「

新

告

示

」

と

い

う

。

）

第

二

百

四

十

八

条

の

四

の

二

の

規

定

に

よ

り

、

Ｓ

Ａ

―

Ｃ

Ｖ

Ａ

に

係

る

承

認

の

申

請

を

す

る

こ

と

が

で

き

る

。 

２ 

金

融

庁

長

官

は

、

令

和

五

年

三

月

三

十

一

日

前

に

お

い

て

も

、

銀

行

持

株

会

社

が

前

項

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

承

認

の

申

請

を

行

っ

た

場

合

に

は

、

新

告

示

第

二

百

四

十

八

条

の

四

の

三

の

規

定

に

よ

り

承

認

を

行

う

こ

と

が

で

き

る

。

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

令

和

五

年

三

月

三

十

一



日

以

前

に

与

え

ら

れ

た

承

認

の

効

力

は

、
令

和

五

年

三

月

三

十

一

日

か

ら

生

ず

る

も

の

と

す

る

。 

（

銀

行

持

株

会

社

に

お

け

る

簡

便

法

の

適

用

要

件

に

係

る

取

扱

い

） 

第

三

条 
国

内

基

準

行

で

あ

っ

て

、

第

●

条

の

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

銀

行

法

第

五

十

二

条

の

二

十

五

の

規

定

に

基

づ

き

、

銀

行

持

株

会

社

が

銀

行

持

株

会

社

及

び

そ

の

子

会

社

の

保

有

す

る

資

産

等

に

照

ら

し

そ

れ

ら

の

自

己

資

本

の

充

実

の

状

況

が

適

当

で

あ

る

か

ど

う

か

を

判

断

す

る

た

め

の

基

準

第

二

百

四

十

八

条

の

二

又

は

第

二

百

四

十

八

条

の

四

の

規

定

に

よ

り

Ｃ

Ｖ

Ａ

リ

ス

ク

相

当

額

を

算

出

し

て

い

る

銀

行

持

株

会

社

に

つ

い

て

は

、

新

告

示

第

二

百

四

十

八

条

の

五

の

規

定

は

、

適

用

し

な

い

。 


